
資料３ 

■ 彦根市子ども・若者会議の役割 

 

次の事項について、審議・検討をいただきます。 

○ 認定こども園、保育所、幼稚園の利用定員に関すること。（県の認可、市の確認を受ける施

設） 

○ 地域型保育事業の認可、確認に関すること。 

○ 彦根市における子ども・子育て支援、若者支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関

して必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。（彦根市子ども・若者プランの

進行管理） 

 ＜主な事業等＞ 

 ・ 利用者支援事業 

 ・ 時間外保育事業（延長保育事業） 

・ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 ・ 子育て短期支援事業（ショートステイ） 

 ・ 乳児家庭全戸訪問事業 

 ・ 養育支援訪問事業 

 ・ 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター） 

 ・ 一時預かり事業 

 ・ 病児・病後児保育事業 

 ・ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

 ・ 妊婦健診事業 

 ・ 児童虐待に関すること 

 ・ ワーク・ライフ・バランスに関すること 

 ・ 子ども・若者支援に関すること 

 ・ ひとり親家庭の支援に関すること 

 ・ 母子保健に関すること 

・ 子どもの貧困対策に関すること 

○子ども・子育て支援法  ～ 抜粋 ～ 

(市町村等における合議制の機関) 

第77条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議会その他の

合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

1 特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第31条第2項に規定する事項を処理すること。 

2 特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第43条第3項に規定する事項を処理すること。 

3 市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第61条第7項に規定する事項を処理すること。 

4 当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要

な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 



○子ども・子育て支援法（抜粋） 

(平成二十四年八月二十二日) 

(法律第六十五号) 

 

(特定教育・保育施設の確認) 

第三十一条 第二十七条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、教育・保育施設の設

置者(国(国立大学法人法(平成十五年法律第百十二号)第二条第一項に規定する国立大学法人を

含む。附則第七条において同じ。)を除き、法人に限る。以下同じ。)の申請により、次の各号

に掲げる教育・保育施設の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利

用定員を定めて、市町村長が行う。 

一 認定こども園 第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

二 幼稚園 第十九条第一項第一号に掲げる小学校就学前子どもの区分 

三 保育所 第十九条第一項第二号に掲げる小学校就学前子どもの区分及び同項第三号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分 

２ 市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、あ

らかじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはそ

の意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の

意見を聴かなければならない。 

３ 市町村長は、第一項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするときは、

内閣府令で定めるところにより、あらかじめ、都道府県知事に協議しなければならない。  

 

(特定地域型保育事業者の確認) 

第四十三条 第二十九条第一項の確認は、内閣府令で定めるところにより、地域型保育事業を行

う者の申請により、地域型保育の種類及び当該地域型保育の種類に係る地域型保育事業を行う

事業所(以下「地域型保育事業所」という。)ごとに、第十九条第一項第三号に掲げる小学校就

学前子どもに係る利用定員(事業所内保育の事業を行う事業所(以下「事業所内保育事業所」と

いう。)にあっては、その雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもを保育するため当該事

業所内保育の事業を自ら施設を設置し、又は委託して行う事業主に係る当該小学校就学前子ど

も(当該事業所内保育の事業が、事業主団体に係るものにあっては事業主団体の構成員である事

業主の雇用する労働者の監護する小学校就学前子どもとし、共済組合等(児童福祉法第六条の三

第十二項第一号ハに規定する共済組合等をいう。)に係るものにあっては共済組合等の構成員

(同号ハに規定する共済組合等の構成員をいう。)の監護する小学校就学前子どもとする。以下

「労働者等の監護する小学校就学前子ども」という。)及びその他の小学校就学前子どもごとに

定める第十九条第一項第三号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員とする。)を定めて、

市町村長が行う。 

２ 前項の確認は、当該確認をする市町村長がその長である市町村の区域に居住地を有する者に

対する地域型保育給付費及び特例地域型保育給付費の支給について、その効力を有する。  

３ 市町村長は、第一項の規定により特定地域型保育事業(特定地域型保育を行う事業をいう。

以下同じ。)の利用定員を定めようとするときは、あらかじめ、第七十七条第一項の審議会そ



の他の合議制の機関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては子ど

もの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

４ 市町村長は、第一項の申請があった場合において、当該申請に係る地域型保育事業所が当該

市町村の区域の外にある場合であって、その所在地の市町村長(以下この条において「所在地市

町村長」という。)の同意を得ていないときは、第二十九条第一項の確認をしてはならない。た

だし、第一項の申請を受けた市町村長(以下この条において「被申請市町村長」という。)と所

在地市町村長との協議により、この項本文の規定による同意を要しないことについて所在地市

町村長の同意があるときは、この限りでない。 

５ 前項ただし書の規定により同項本文の規定が適用されない場合であって、第一項の申請に係

る地域型保育事業所(所在地市町村長の管轄する区域にあるものに限る。)について、次の各号

に掲げるときは、それぞれ当該各号に定める時に、当該申請者について、被申請市町村長によ

る第二十九条第一項の確認があったものとみなす。 

一 所在地市町村長が第二十九条第一項の確認をしたとき 当該確認がされた時 

二 所在地市町村長による第二十九条第一項の確認がされているとき 被申請市町村長が当該

地域型保育事業所に係る地域型保育事業を行う者から第一項の申請を受けた時 

６ 所在地市町村長による第二十九条第一項の確認についての第五十二条第一項の規定による

取消し又は効力の停止は、前項の規定により受けたものとみなされた被申請市町村長による第

二十九条第一項の確認の効力に影響を及ぼさない。 

 

(市町村子ども・子育て支援事業計画) 

第六十一条 市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育

て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画(以下「市

町村子ども・子育て支援事業計画」という。)を定めるものとする。 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するため

の施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域(以下「教育・保育提供区域」

という。)ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係る必要利

用定員総数(第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総

数とする。)、特定地域型保育事業所(事業所内保育事業所における労働者等の監護する小学

校就学前子どもに係る部分を除く。)に係る必要利用定員総数(同項第三号に掲げる小学校就

学前子どもに係るものに限る。)その他の教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教

育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

二 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て

支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確

保の内容及びその実施時期 

三 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関す

る体制の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、次に掲げ

る事項について定めるよう努めるものとする。 



一 産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関する事

項 

二 保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第四条第二項に規定する障害児に対し

て行われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに関する専門的

な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関する事項 

三 労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境の整備

に関する施策との連携に関する事項 

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子どもの数、子どもの

保護者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の利用に関する意向その他の

事情を勘案して作成されなければならない。 

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれている環境その他の

事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村子ども・子育て支援事業計画を

作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、社会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画、

教育基本法第十七条第二項の規定により市町村が定める教育の振興のための施策に関する基本

的な計画(次条第四項において「教育振興基本計画」という。)その他の法律の規定による計画

であって子どもの福祉又は教育に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければな

らない。 

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、第七十七条第一項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあってはその

意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に係る当事者の意

見を聴かなければならない。 

８ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、インターネットの利用その他の内閣府令で定める方法により広く住民の意見を求める

ことその他の住民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。  

９ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、あら

かじめ、都道府県に協議しなければならない。 

１０ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを都道府県知事に提出しなければならない。 


